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民法・不動産登記法見直しの検討に係る本会の基本的な考え方

今般、所有者不明土地問題を改善するための一連の民法・不動産登記法の改正について私共
不動産業界は大変関心をもっており、その議論の推移を注視している状況にあります。

ご案内のとおり相続登記がなされていないこと等により、不動産所有者が分からないケース
においては、取引を行う宅建業者は所有者の探索等に多大な労力を強いられているのが現状
であり、結果として、スムーズな不動産流通を阻害する要因となっております。

こうした状況のなかで特に今般検討がなされている「共有制度」「財産管理制度」「導管等
設置権」「土地所有権の放棄」「相続登記の義務化」等については、不動産取引実務に直結
するものであり、これら見直しの方向性については、私共基本賛成の立場であります。

こうしたスタンスのもと、本日は現場における実情と問題点について意見を述べさせていた
だきますので、今回の改正を少しでも実効性のあるものにしていただくための、一助となれ
ば幸いであります。
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相隣関係 隣地使用権の見直し

【現状の課題】
不動産取引に関連し、対象地における測量や建物の解体の際に隣地に立ち入って工事を行う
ケースがあるが、原則は所有者の承諾を得て行うのが基本である。しかしながら、隣地が空
き家等で所有者が判明しないケースにおいては所有者の探索が困難なケースがある。

【本会の意見】
隣地を使用することに関し、承諾を原則としつつ、通知をしたにもかかわらず異議がない場
合や所有者が不明の場合に公告手続きを経て、隣地使用を認めることについては賛成である。

【今後さらなる検討が必要と思われる項目】
①中間試案（注３）のとおり境界標の調査又は境界確定のための測量は通常の不動産取引においては
必須であることから、必要な行為を認める規律を設けることは是非必要である。

②上記に関連して、境界確定を行う際に隣地の協力義務を課するための検討が必要ではないか。

※写真はイメージです。
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相隣関係 越境した枝の切除

【現状の課題】
隣地の枝が越境し対象地に悪影響を及ぼしているケースがある。
特に隣地の関係性が希薄な場合や所有者が判明しないケース等においては
不動産取引の場面において弊害も起きている。

（大阪府）
不動産の売買対象の隣地の所有者が不明。現状隣地の樹木が５メートル越境し、
かつ隣地に立っている建物が老朽化しており悪影響を及ぼしている。
役所に確認しても所有者を教えてもらえない。
隣地の管理が不全のため、売買しようとしてもイメージが悪く、なかなか買い
手がつかない。

実際におきた取引事例

【本会の意見】
本件については、通常の住宅地において発生する事例であるが、悪影響を被っている側の問題解決及び
是正を図ることが喫緊の課題であることから、竹林の所有者に枝を切除するよう催告したにもかかわらず
相当の期間内に切除されないときは、直ちに自ら枝の切除することができる「乙案」に賛成である。

【今後さらなる検討が必要と思われる項目】
①中間試案（注１）にもあるとおり、土地の所有者が自ら切除した際の費用負担の考え方は是非必要
（隣地所有者とトラブルを避けるため）
②土地の所有者が自ら切除できるとした場合でも、自らの判断で勝手に切除した場合はかえってトラブ
ルに発展する可能性があることから「土地の管理のため必要な範囲内で」というルールを設けること
があわせて必要ではないか。

※写真はイメージです。
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相隣関係 導管等設置権①
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【事例Ａ】道路に接道せず全くの袋地の場合
【事例Ｂ】他人の土地に通路を設けて

道路に接道している場合

【現状の課題認識】
他の土地に囲まれた「導管袋地」については、以下のとおり大きく分けて三つに分類できるのではな
いか。

【本会の意見】
袋地については、囲繞地通行権や下水道１１条の規定によって類推適用されている実情を
鑑みれば導管等接続権の創設は基本賛成である。

しかし、上記事例Ａの場合、建築基準法の接道要件を満たさず、原則建築物が建てられな
いため、この場合に導管等設置権を認める必要性があるか。事例Ｂや事例Ｃのように建物
建築が可能な土地について積極的に認めるべき

対象地隣地

隣
地

隣
地

【事例Ｃ】第三者が所有する私道（建築基準法
上の位置指定道路）にのみ接道している場合

位
置
指
定

道
路

通路（隣地所有） 私道
（第三者所有）
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相隣関係 導管等設置権②

【現状の課題認識】
今回、部会で検討されているのが「導管袋地」であるが、不動産取引の実務上は以下のようなケースが
存在する。

【現状の課題】
ライフラインの設置の問題は必ずしも「袋
地」だけの問題ではなく土地の起伏、立地等
の関係により隣地を経由して引き込むケース
は多数あり、この承諾の問題についても実務
上大きな問題となっている。

【本会の意見】
導管等設置権をめぐる隣地の承諾は袋地以外
においても問題となり得る。また隣地が空き
家等の状態で所有者が不明の場合にはさらに
問題が深刻化することから、改善策を検討す
べき問題である。

事例図
※水道管本管が数百ｍ先に敷設
接面道路に本管無し

（事例）
上記ケースの場合、敷地接道している公道に水道管本管が敷設
されておらず、接道道路からの引込は多額の工事費用を有する
ことから隣地を経由して引込をせざるを得ない。
（※この場合隣地Ａ宅の承諾が必要である。）
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土地所有権の放棄①

【現状の課題認識】
土地の所有権の放棄については、これまで制度がなく特に地方においては放置された土地の増加の一因と
なっている。

（大阪府）
現状、自治体への空地等の寄付を申出でても、行政利用の可能性が低いという利用で受け入れられず、このことが
管理も利活用もされない放置された土地が増加する原因となっている。
放置を続ける結果、所有者がわからない土地が発生する要因にもなり、所有者不明土地を未然に防止する観点か

ら、自治体の寄付の受け入れ要件が緩和されるよう早期の制度づくりが必要ではないか。

【本会の意見】
本件については、一定の要件のもと土地の所有権を放棄することについては基本賛成であるが、
その要件等については実態を勘案し要件を設定すべきであると考える。

【今後さらなる検討が必要と思われる項目】
・対象地ががけ地等のような個人での管理困難な土地に関しては、放棄を積極的に認める方策が必要
ではないか。

・公衆用道路等国の管理が適切な土地についても積極的に認めるべきではないか。

本件に関連した地方からの意見
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土地所有権の放棄② 個人での管理が困難な土地の事例

2018年5月 西日本新聞 記事（抜粋）

Ａさん

Ａ

Ａ

Ａさん
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相続登記の義務化について

【現状の課題認識】
不動産取引を行うにあたり、不動産所有者が死亡しても相続登記がなされていないことにより、取引を
行う宅建業者は所有者の探索等に多大な労力を強いられているのが現状である。結果的に依頼者のニー
ズに応じることができず不動産の流通を阻害する要因になってしまう。
不動産取引実務において相続登記が完了しないと不動産売買、賃貸ともに成立しないのが通常である。

【本会の意見】
相続登記の義務化によって、円滑な不動産取引が推進されると共に、所有者不明土地の発生の予防
にもつながる有効な方策であると考える。

（福岡県）
事業用地を計画し、土地の所有者を調査したところ、戦後相続したが未登記であり、相続人の兄弟の一部が海外に
移住しているとのこと。該当する国の大使館等に問合せしたが所在がわからず、結果弁護士等と協議のうえ、約４
年をかけて時効取得のための公示送達等をしてようやく登記することとなった。
土地の売買金額５００万円に対し経費が４００万もかかった。

実際におきた取引事例

【今後さらなる検討が必要と思われる項目】
①相続登記義務を促すために、時限的に登録免許税の軽減措置等の施策が必要ではないか。
②相続トラブル等が原因で遺産分割協議がまとまらない場合等は一定期間内に登記義務を課すことは
かえって負担となることから、さらなる検討が必要ではないか。
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所有者不明土地管理制度

【本会の意見】
所有不動産目録証明制度の創設については基本賛成であるが、登記名義人等より委任を受けた者（宅地
建物取引士等）についても交付請求が認められるようにすべき。

所有不動産目録証明制度の創設

【本会の意見】
制度の創設は基本賛成であるが、土地管理人の資格者として弁護士以外に不動産の専門家である宅地建
物取引士を利用することも視野に入れて検討すべき。

宅地建物取引の専門家の活用

現在検討されている各制度については、不動産取引の実務に直結することから宅地建物取引の専門家で
ある宅地建物取引士を活用すべきである。


